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研究要旨 

東日本大震災による被災地域の高齢者を対象とした前向きコホート研究により、被災後の居住形態と

新規要介護認定リスクの関連について検討した。その結果、「震災前と同じ」ところに居住している高

齢者と比較して、「賃貸・みなし仮設」に転居した高齢者は、新規要介護認定リスクが有意に増加して

いた。また、「新居」に転居した高齢者は、新規要介護認定リスクが増加する傾向がみられたものの、

統計的に有意ではなかった。一方、「プレハブ仮設」、「その他」に転居した高齢者では、関連はみられ

なかった。 

 

 

研究協力者 

菅原 由美 東北大学大学院公衆衛生学分野 

遠又 靖丈 同 公衆衛生学分野 

関口 拓矢 同 整形外科学分野 

丹治 史也 同 公衆衛生学分野 

大塚 達以 同 公衆衛生学分野 

 

Ａ．研究目的 

高齢者における運動機能低下は、要介護認定リ

スクの要因のひとつである。我々はこれまで、「被

災者健康調査」の結果から、震災後の居住形態が

１年後の運動機能低下と関連することを報告し

ている。また、被災県、特に、沿岸部の高齢者で

は、非被災県の高齢者と比べ、要介護認定率が増

加していたことが報告されている。しかし、被災

後の居住形態が高齢者の要介護認定リスクに及

ぼす影響については明らかではない。 

本研究の目的は、被災地域の高齢者における居

住形態と新規要介護認定リスクとの関連を前向

きコホート研究によって明らかにすることであ

る。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象者（図１） 

「被災者健康調査」については、本報告書の「被

災者健康調査の実施と分析」で詳述したので、こ

こでは省略する。 

東日本大震災１年後の 2012 年６～７月、石巻

市２地区（雄勝・牡鹿）の住民基本台帳に基づく

者と、過去に「被災者健康調査」に参加した者に

対して、第３期「被災者健康調査」を実施した。

参加者のうち、65歳以上高齢者は2,504名であり、

高齢者基本チェックリスト表を含むアンケート

票調査に 916名から有効回答が得られた。このう

ち、要介護認定情報の閲覧に非同意の者（113名）、

追跡開始前に転居した者（３名）、ベースライン

時点で要介護認定を受けていた者（41 名）、居住

形態の設問に無回答の者（８名）を除外した 751

名を追跡対象者とした。 

 

２．被災後の居住形態の種類 

「被災者健康調査」では、現在の居住場所につ

いて質問している。回答は、「震災前と同じ」、「プ

レハブ仮設」、「賃貸」、「家族・友人・親戚宅」、

「新居」、「みなし仮設」、「その他」から１つを

選択している。また、震災４年目の 2014 年６

月の調査以降、選択肢として「復興公営住宅」、

「防災集団移転団地」の２つを追加している。 

本研究では、居住形態のうち、住居形態が同じ

であるため、「賃貸」と「みなし仮設」を同じカ

テゴリーとして扱った。また、「家族・友人・

親戚宅」、「復興公営住宅」、「防災集団移転団地」

は少数であったため、「その他」のカテゴリー

に含めた。従って、震災後の居住形態は、「震災

前と同じ」、「プレハブ仮設」、「賃貸・みなし仮

設」、「新居」、「その他」の５区分に分類した。

また、対象者は、追跡期間中に様々な居住形態

に転居を繰り返していたことから、居住形態を

時間依存変数として扱った。 

 

３．介護保険認定情報の追跡調査 

本研究は、介護保険の新規要介護認定（要支

援・要介護）の発生をエンドポイントとした。ま

た、死亡および転出は打ち切りとした。介護保険

の要支援・要介護認定情報の追跡にあたり、対象

者本人に口頭および文書での説明を行い、対象者

本人から書面による同意を得た。 

介護保険認定状況の情報（認定区分、認定年

月日）は、関連自治体との調査実施協定に基づ

き、各自治体に要介護認定情報の閲覧を申請し、

各自治体の担当課から提供を受けた。 

また、異動情報（転出、死亡）は、住民基本
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台帳から取得した。 

 

４．その他の調査項目 

本研究で用いたその他の項目は、現病歴（脳卒

中、心筋梗塞、がん）、体重、身長、喫煙習慣、

飲酒習慣、主観的健康感、ソーシャルネットワー

ク、心理的苦痛、基本チェックリストによる運動

機能項目、歩行時間である。 

主観的健康感は、「健康状態はいかがですか」

という問いに対し「とても良い」、「まあ良い」、「あ

まり良くない」、「良くない」から１つ選択するこ

とで調査した。 

ソーシャルネットワークは、LSNS-６で評価を

行った。 

心理的苦痛は、Ｋ６で評価を行った。 

基本チェックリストによる運動機能項目は、

「階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていま

すか」「椅子に座った状態から何もつかまらずに

立ち上がっていますか」「15 分位続けて歩いてい

ますか」「この１年間に転んだことがありますか」

「転倒に対する不安は大きいですか」の５項目で

評価を行った。対象者は、５項目それぞれについ

て「はい（１点）」、「いいえ（０点）」のいずれか

１つを選択することで調査した。本研究では、運

動機能評価として、対象者それぞれに、５項目の

合計点（０～５点）を算出した。 

 

５．統計解析 

本研究のエンドポイントは、「新規要介護認

定」として、対象者を 2012 年７月１日から 2016

年６月 30 日まで追跡し、新規要介護認定日、死

亡日、転出、または追跡調査の終了日（2016年６

月 30 日）のいずれか早いイベントまでの時間を

算出した。 

震災後の居住形態が「震災前と同じ」群を基準

として、「プレハブ仮設」、「賃貸・みなし仮設」、

「新居」、「その他」における新規要介護認定リス

クを時間依存性型 Cox比例ハザードモデルにより

推定し、ハザード比（HR）と 95％信頼区間（95％

CI）を算出した。 

調整項目は、性別、年齢（連続変量）を調整し

たモデルをモデル１とした。モデル２は、性別、

年齢（連続変量）、地区（雄勝、牡鹿）、BMI(kg/

㎡：18.5 未満、18.5-24.9、25.0 以上、不明)、

現病歴（脳卒中、心筋梗塞、がん；あり、なし）、

ソーシャルネットワーク（LSNS-６：12 点未満、

12 点以上）を調整した。さらに、モデル２の調整

項目に、１日あたり歩行時間（0.5時間未満、0.5-

１時間、１時間以上、無回答）を加えて、身体活

動量による影響を検討した（モデル３）。 

統計解析は SAS version 9.4 statistical 

software package (SAS Inc., Cary, NC, USA) を

用いた。また、統計学的有意水準は p<0.05 とし

た。 

 

６．倫理面への配慮 

本調査研究は、東北大学大学院医学系研究科倫

理審査委員会の承認のもとに行われている。対象

者には被災者健康調査時に文書・口頭などで説明

し、同意を得ている。 

 

Ｃ．研究結果  

１．対象者の基本特性（表１） 

解析対象者 751 名の内訳は、男性 361 名

（48.1％）、女性 390 名（51.9％）で、平均年齢

は 73.6±5.5 歳であった。居住形態では、「震災

前と同じ」326 名（43.4%）、「プレハブ仮設」192

名（25.6%）、「賃貸・みなし仮設」55 名（7.3%）、

「新居」101名（13.4%）、「その他」77名（10.3%）

であった。 

「賃貸・みなし仮設」群は、喫煙者の割合が高

く、心理的苦痛が高い（Ｋ６：10 点以上）者の

割合が高かった。 

一方、「新居」群は、飲酒者の割合が高かった。 

また、ベースライン時点の基本チェックリスト

による運動機能は、1.1～1.4の範囲となり、居住

形態による差はみられなかった。 

 

２．居住形態と新規要介護認定リスクの関連 

（表２） 

４年間の追跡中、要介護認定 78 名（10.4％）、

死亡 16名（2.1％）、市外転居者は 21名（2.8％）

であった。 

居住形態別の新規要介護認定者は、「震災前と

同じ」42 名、「プレハブ仮設」19 名、「賃貸・み

なし仮設」10名、「新居」６名、「その他」１名で

あった。 

「震災前と同じ」ところに居住する者を基準と

して、その他の居住形態の群の新規要介護認定リ

スクは、多変量調整のモデル２の HR（95％CI）

は、「プレハブ仮設」群で 0.80（0.46-1.38）、「賃

貸・みなし仮設」群で 2.04（1.01-4.13）、「新居」

群で 1.46（0.61-3.50）、「その他」群で 0.20

（0.03-1.43）であり、「賃貸・みなし仮設」へ転

居した者で有意に増加した。また、「新居」へ転

居した者では、リスク増加がみられたものの、統

計的に有意な関連ではなかった。 

モデル２の項目に、１日あたり歩行時間を加え

た多変量調整のモデル３の HR（95％CI）は、「プ

レハブ仮設」群で 0.74（0.43-1.28）、「賃貸・み

なし仮設」群で 1.79（0.88-3.63）、「新居」群で

1.54（0.64-3.70）、「その他」群で 0.16（0.02-1.17）

となり、震災後の新規要介護認定リスクには身体

活動量が影響している可能性が示唆された。 
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Ｄ．考 察 

東日本大震災による被災地域の高齢者を対象

とした前向きコホート研究において、被災後の居

住形態と新規要介護認定リスクの関連について

検討した。その結果、「震災前と同じ」ところに

居住している高齢者と比較して、「賃貸・みなし

仮設」に転居した高齢者で新規要介護認定リスク

が有意に増加した。また、「新居」に転居した高

齢者は、新規要介護認定リスクが増加する傾向が

みられたものの、統計的に有意ではなかった。一

方、「プレハブ仮設」、「その他」の居住形態では、

関連はみられなかった。 

本研究は、震災後の居住形態と新規要介護認定

リスクとの関連を検討した最初の報告である。

我々は先行研究において、「震災前と同じ」とこ

ろに居住している高齢者と比較して、「賃貸・み

なし仮設」に転居した者は、運動機能が低下する

者の割合が多かったことを報告している。また、

被災県、特に、沿岸部の高齢者では、非被災県の

高齢者と比べ、要介護認定率が増加していたこと

が報告されている。本研究結果は、これら先行研

究の結果と同様に、被災後の居住形態が高齢者の

健康に影響を及ぼすことが明らかとなった。 

本研究で、「賃貸・みなし仮設」に転居した高

齢者で新規要介護認定リスクが増加したメカニ

ズムとして、震災による身体活動量の変容による

運動機能の低下が考えられる。「賃貸・みなし仮

設」の居住者は、被災地域である沿岸部から離れ

た、石巻市街地の民間の賃貸住宅で生活していた

者である。不慣れな生活環境のため、外出頻度や

運動習慣が減少していた可能性がある。本研究で、

１日あたりの歩行時間が 30 分以下の身体活動量

が低い者の割合は、「賃貸・みなし仮設」居住者

が 34.5％で最も多かった。加えて、「賃貸・みな

し仮設」に転居した者では、地域コミュニティと

の関わりが弱く、社会的な孤立状態となった高齢

者が多かったと推測される。したがって、自宅内

に引きこもり、外出の機会が減少、身体活動量が

低くなった結果、運動機能低下に至り、要介護認

定リスクが増加した可能性がある。また、高齢者

に対する保健、福祉支援サービスの低下も要介護

認定リスクが増加した要因の一つと考えられる。

東日本大震災後、被災地域では、避難所やプレハ

ブ仮設居住者を対象として、民間やボランティア

団体によるリハビリテーション支援のほか、自治

体スタッフによる栄養教室、運動教室などの健康

教室が定期的に開催されていた。また、高齢者を

対象とした事業では、生活不活発病や障害の予防

のための健康講話や訪問指導も実施された。しか

しながら、被災地域から離れた「賃貸・みなし仮

設」へ転居した高齢者、および「新居」へ転居し

た高齢者に対しては、保健、福祉支援サービスが

行き届かず、運動機能低下が加速され、要介護認

定リスクが増加した可能性がある。 

一方、「プレハブ仮設」に転居した高齢者では、

新規要介護認定リスクとの間に関連がみられな

かった。各仮設では自治体による支援活動や保健

師の訪問が定期的に繰り返され、被災高齢者の健

康をサポートする取り組みが行われていたこと

が効果的に働いたと考えられる。また、地域の復

興・再生の段階においては、産業や地域活動の回

復に伴い、近隣や周辺地域へ外出する機会が増加

したと推測される。結果として、他の居住形態の

群と比べ、要介護認定率の増加に影響が見られな

かったと考えている。 

本研究の長所は、第一に、震災後に実施してい

る「被災者健康調査」の参加者を対象として、前

向き研究を実施したことである。これまで、自然

災害後の被災者を対象とした前向き研究は少な

く、本研究結果は災害後の健康支援策への提言と

して意義があると考えられる。第二に、要介護認

定、異動（転出、死亡）情報は、自治体から提供

を受けており、追跡率が高い。第三として、曝露

因子である居住形態は、時間依存性変数として扱

い、追跡期間中の居住形態の変容を考慮している。

居住形態による誤分類は少ないと考えている。 

本研究の限界は、第一に、解析対象者数が少な

いことが挙げられる。そのため、「家族・友人・

親戚宅」、「復興公営住宅」、「防災集団移転団地」

への転居者については十分な検討に至らなかっ

た。また、男女別、年齢階級別による検討も不十

分であった。第二に、要介護認定を受けた理由が

明らかではないことである。したがって、災害後

の居住形態が要介護認定リスクに影響する直接

的なメカニズムについては、不明である。しかし、

我々の研究では、被災生活の長期化によって、腰

痛、尿失禁の自覚症状の有訴率は増加したとする

報告もあることから、筋骨格系の機能低下や認知

症による影響の可能性がある。 

本研究は、大規模災害の発生後に被災地域高齢

者の居住形態の種類と要介護認定リスクの関連

を検討した希少な研究である。災害後の居住環境

は、生活の基盤としての役割だけではなく、被災

者の心身の健康を保つために重要であることが

知られている。また、被災地域高齢者では、災害

後も身体機能を維持し、健やかな生活を続けるた

めに、地域の保健師や地域包括支援センターのス

タッフによる訪問指導、近隣住民とのつながりが

必要と考えられる。特に、「賃貸・みなし仮設」「新

居」へ転居した高齢者に対しては、社会的な孤立

状態となっている者を早期に発見し、身体活動量

の低下を抑え、要介護認定となるリスクを予防す

る取り組みが必要であると考える。 

本研究の結果、「賃貸・みなし仮設」へ転居し
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た高齢者において、新規要介護認定リスクと関連

がみられたことは、今後、大規模災害発生後の高

齢者の健康影響を検討するうえで重要な提言と

なると思われた。 

 

Ｅ．結 論 

東日本大震災による被災地域の高齢者を対象

とした前向きコホート研究により、被災後の居住

形態と新規要介護認定リスクの関連について検

討した。その結果「震災前と同じ」ところに居住

している高齢者と比較して、「賃貸・みなし仮設」

に転居した高齢者で新規要介護認定リスクが有

意に増加した。また、「新居」に転居した高齢者

は、新規要介護認定リスクが増加する傾向がみら

れたものの、統計的に有意ではなかった。一方、

「プレハブ仮設」、「その他」の居住形態では、関

連はみられなかった。 

被災地域高齢者では、震災後の居住形態と被災

後４年間の新規要介護認定リスクに関連がみら

れた。今後も調査を継続し、被災地域高齢者の健

康影響について長期的に検討する必要がある。 
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I. Relationship between housing type after 

the Great East Japan Earthquake and 

functional disability. The 21st Inter- 

national Epidemiological Association 

(IEA), World Congress of Epidemiology 

(WCE2017)（Poster），さいたま市，2017年． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案取得 

なし 

３．その他 

なし 
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図１．対象者フローチャート 

 

  

　

介護保険認定情報の閲覧に非同意者　113名

追跡開始前、転居者３名

要介護認定者　41名

　

居住形態無回答者　８名

　新規要介護認定者 　78名（10.4％）

　死亡者   16名（2.1％）

　市外転居者   21名（2.8％）

追跡期間（2012年７月１日～2016年６月30日）

803名

759名

解析対象者

751名

916名

高齢者基本チェック表　回答者

800名

2012年６月～７月　被災者健康調査
雄勝・牡鹿地区　65歳以上の対象者

2,504名
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表１．被災後の居住形態の種類と対象者基本特性 

 

 

震災前と同じ プレハブ仮設
賃貸・

みなし仮設
新居 その他 p値１

対象者数 326 192 55 101 77

女性 (％) 56.4 50.0 50.9 41.6 52.0 0.12

年齢 (平均 ± 標準偏差) 74.9 ± 5.4 72.5 ± 5.4 73.0 ± 5.0 72.1 ± 4.9 73.2 ± 5.8 <0.05

75歳以上(％) 51.8 29.7 32.7 29.7 33.8 <0.05

居住地区 (％)

雄勝 51.5 54.7 54.5 58.4 59.7 0.63

牡鹿 48.5 45.3 45.5 41.6 40.3

BMI (kg/m2) (％)

<18.5 1.8 1.0 0.0 2.0 0.0 0.79

18.5-24.9 50.3 52.6 43.6 49.5 45.5

≥25.0 30.1 28.7 32.7 28.7 35.1

無回答 17.8 17.7 23.7 19.8 19.5

喫煙習慣 (％)

喫煙者 7.4 12.5 16.4 9.9 11.7 <0.05

非喫煙者 91.4 86.5 81.8 89.1 83.1

無回答 1.2 1.0 1.8 1.0 5.2

飲酒習慣(％)

飲酒者 22.1 30.2 29.1 37.6 37.7 <0.05

非飲酒者 75.5 67.2 69.1 56.4 58.4

無回答 2.4 2.6 1.8 6.0 3.9

現病歴２  (％)

あり 9.5 12.5 14.6 15.8 13.0 0.39

歩行時間/日 (％)

１時間以上 28.2 21.9 16.4 30.7 19.5 0.58

0.5時間以上１時間未満 42.7 47.9 49.1 35.6 45.4

0.5時間未満 28.5 29.2 32.7 32.7 32.5

無回答 0.6 1.0 1.8 1.0 2.6

10点未満 90.5 86.5 72.7 89.1 89.6 <0.05

10点以上 9.5 13.5 27.3 10.9 10.4

12点未満 14.7 17.2 16.4 11.9 22.1 0.33

12点以上 85.3 82.8 83.6 88.1 77.9

1.4 ± 1.4 1.3 ± 1.3 1.4 ± 1.2 1.1 ± 1.2 1.4 ± 1.1 0.25

１
連続変量はANOVA検定、カテゴリー変量はχ

2
検定

２現病歴：脳卒中、心筋梗塞、がん

居住形態の種類

高齢者基本チェック表による
運動機能評価(平均±標準偏差)

ソーシャルネットワーク(％)
（LSNS-6 スコア）

心理的苦痛(％)
（Ｋ６スコア）
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表２．被災後の居住形態と新規要介護認定リスクの関連 

 

 
 

震災前と同じ プレハブ仮設
賃貸・

みなし仮設
新居 その他

対象者数（n=751） 326 192 55 101 77

追跡人年 1,198 684 177 391 288

イベント数 42 19 10 6 1

モデル１１ 1.00
(ref)

0.78
(0.46-1.35)

2.13
(1.05-4.28)

 1.55
(0.65-3.72)

0.21
(0.03-1.55)

モデル２２ 1.00
(ref)

0.80
(0.46-1.38)

2.04
(1.01-4.13)

 1.46
(0.61-3.50)

 0.20
(0.03-1.43)

モデル３３ 1.00
(ref)

0.74
(0.43-1.28)

1.79
(0.88-3.63)

 1.54
(0.64-3.70)

 0.16
(0.02-1.17)

居住形態の種類

１
性、年齢を調整

２モデル１に加え、地区（雄勝、牡鹿）、BMI(kg/m2: 18.5未満、18.5-24.9、 25.0以上 、不明)、現病歴（脳卒中、心
筋梗塞、がん；あり、なし）、ソーシャルネットワーク（LSNS-６：12点未満、12点以上）を調整

３
モデル２に加え、１日あたり歩行時間（0.5時間未満、0.5-１時間、１時間以上、無回答）を調整


